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1．はじめに
　国の水道基本問題検討会でまとめられた「21世紀における水道及び水道行政のあり方」
という報告書の中で、「水道行政は、これまで需要者である国民の公衆衛生の向上と生活
環境の改善に資することを目的として進められてきた。そして、これまでは、その目的の
達成のため、水道の普及促進と水道水供給の量的確保に主眼を置き、主として、供給側で
ある水道事業者の体制を整備、向上させるための施策が講じられてきた（中略）しかし、
水道が普及するにつれ、今日では公衆衛生の向上と生活環境の改善という観点のみならず、
国民生活や事業活動、都市機能を維持するための社会基盤施設として、社会経済全般にわ
たって多様かつ高度な機能が求められるようになってきている。」として、水道の役割の
変化について指摘している。そして水道が供給独占であり、需要者が供給者を選択できな
いという状況の下で、今後の水道事業については需要者の二一ズを考慮していくべきだと
述べている。水は確かに生きていくために必要不可欠なもっとも必需的な財ではあるけれ
ども、生活水準の向上と共に必需品以外の側面も持つようになってきたと思う。図1は
1989年の家庭用給水量の用途別内訳を示している。それによれば、炊事、洗濯、トイレ、
風呂にほぼ4分の1ずつ水が使われている。このうち所得の向上や生活環境の変化によっ
てその需要状況が変わってきそうなのは洗濯と風呂用の水需要であろうと予測できる2〕。
風呂についていえば、大きな風呂にゆったり浸かるとか、「朝シャン」という行動は豊か
さの一つの象徴として考えられる。また、豊かになれば「清潔さ」に求められる水準もあ
がって洗濯の回数もふえていくだろう。しかしその一方で洗濯機の節水技術が進み、8年
前は洗濯一回に270Lの水道水を要したのが現在ではそれが約1／2の125Lでよくなり、
さらに風呂の残り水を利用すれば82Lにまで減らせるとの情報もあるから、プラスマイ
1）本研究報告は1999年度早稲田大学特定課題研究助成費99八247を受けて行った研究の成果である。
2）所得上昇や生活の欧米風化につれて水洗トイレが普及し、トイレ用の水が増えるというシナリオも
あり得るが、このような現象は1970年代のことと考えられ、この研究で取り上げる期問（主に1980
年以降）以前のことと考えて良いであろう。
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ナスの評価が難しい。それから、かつては供給される水質を需要者は否応なく受け入れざ
るを得なかったが、最近は浄水器やミネラルウォーターなどの普及により、需要者が使う
水の水質についてある程度コントロールするすべなども増えてきた。また平成8年夏の異
常渇水や阪神大震災などの経験をふまえて、安全でおいしい水もさることながら、災害や
非常事態に対して安心できる水供給を望む消費者も増えたであろう。このように水道を需
要面から考えた場合、求められる財の性質に大きな変化がおきてきているように思う。
　一方、水道の供給について考えてみると、都市のライフラインと呼ばれる電気・ガス・
水道の中で唯」水道だけが公営事業として運営されている。生活必需品である水を安全に
低廉な価格で供給するという背景のもとでこのような運営形態がとられてきたと解釈され
るが、昨今の合理化、民営化の風潮のもとで水道事業の進め方にもいろいろ問題点が指摘
されるようになってきた。たとえば水道事業の範囲が市町村など行政区分に準じて分割さ
れていることは、廃棄物行政などと同様の不効率な側面があり広域化や共同化を進めるべ
きだとの声もある。さらに組織そのものを民営化したり工一ジェンシー化すべきとの声も
ある。現在では、水道はすでにほぼ全家庭に普及し、水遣管の施設や新たな水源確保のた
めのダム建設など、水道事業に関わる大規模な投資はあまり行われなくなったと言って良
いだろう。つまり、水道事業の主な役割が水道の普及というナショナルミニマムの達成か
ら、達成されたものの維持管理に重点を移動させつつあると考えられる。このような局面
において、水道の運営を行政的に行う必要性は薄れ、民営化はかなり実現可能性のある議
論となってきている。経済学によれば市場原理の導入はパレート効率をもたらし効率性と
いう観点からは望ましい結果をもたらす。しかし水という財は必需性が極めて高い一方で、
それに代替するものが見あたらないという特殊性をもっている。水道と並ぶ公共事業に電
気とガスがあるが、たとえば暖房という目的に対し電気とガスおよび灯油はある程度代替
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的である。電力会社もガス会社もそれぞれ電気機器、ガス機器の普及をねらって収益をあ
げるための広告活動を展開するが、エネルギーを節約しなければならないという倫理観の
もとでそれが行われるのは、狭い範囲であるにせよ代替物があるからではなかろうか。電
気暖房をやめてガス暖房にしてもガス機器のエネルギー効率が良いと宣伝できれば、省エ
ネ努力を否定することにはならない。それに対して水道事業の場合、節水は地球環境を守
る上できわめて重要であるため、商品である水の販売促進活動はできない性質のものであ
る。1995年の環境分析用産業連関表の計算結果によれば、1万円分の上水の生産は経済全
体に22．45kgのC02排出を引き起こし、また1万円分の下水処理は59．33kgの排出を引
き起こしている。つまり上水の生産も下水処理も地球環境に多大な影響を与えているわけ
であるが、それだけでなく水そのものが生態系を維持する上で貴重な環境資源である。こ
のような特殊な商品を扱う水道事業はあるいは公営で行わざるを得ないのかもしれない。
しかしその場合でも効率化、あるいは市場原理の導入の余地はある程度残されるはずであ
る。たとえば、水質管理は安全な水を供給するという使命をもった水道事業においては欠
かすことのできないアクティビテイであるが、近年、分析対象となるべき物質の多様化や
分析機器の高度化によりきわめてコストがかかるようになってきている。さらに最近問題
視されているクリプトスポリジウムについては、その検出に検査技師の高度なスキルが要
求されるとのことであり、そのための人的投資も加えれば費用はさらに膨らんで行くであ
ろう。このようなアクティビテイを全国の水道事業者がすべて内部にかかえていることは
極めて不効率なことのように思われる。このような部分は」定の監視のもとで民間の検査
会社に委託されることがあっても良いと思う。また検針員による水道メーターの検針など
は、情報通信分野の新技術を取り入れることによって効率を改善できると思われるが、そ
のような変革も民間委託などがすすめば行われやすくなるのではないだろうか。水道管や
水道メーター納人業者の独占禁止法違反などを排除することは当然であるが、より一歩進
んで、抜本的な見直しが水遺事業に行われても良い時期であろう。
　水道事業のあり方に関する見直しは今後21世紀に向けて議論されていかなければなら
ない重要な課題であると思うが、それに先だって、いったい水という商品はどのような性
質を持つ財なのかということを押さえておくことが重要であるとおもう。上述した「21
世紀における水道及び水道行政のあり方」の報告書の中でも、需要者の二一ズに対応した
供給体制の整備がうたわれているが、「水」という商品に対する二一ズについて十分な分
析研究が行われているとは言えない状態である。そこで、この研究では家計調査を中心と
する代表的な統計情報を用いて、過去の水需要を左右してきた要因にはどのようなものが
あるかということを探ろうとした。具体的には安定的で説明力の高い水の需要関数を計測
することが研究の最終目的であるが、今回の報告では情報の不足もあり、まだ最終目的に
は至っていない。ここでは、正確な関数の測定に向けてどのような情報がさらに必要かと
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いった問題の洗い出しを行ったので、それらについて報告したいと思う。
2．時系列データを用いた水需要関数の計測
　ある財に関する家計の消費行動を説明するためによく用いられる消費経済モデルは、ベ
ルヌイ型選好関数を用いた2費目分割モデルであろう。つまり、家計支出全体をある財
（ここでは水）の消費（力1ρ1）とその他の消費⑦2α2）という2費目に分割するわけである。
以下辻村川に従ってモデルの概要を説明する。
　2費目分割モデルでのベルヌイーラプラス型効用指標関数を、
　　　　　　　　　（1）伽一αll・g（α1＋σ1）十α。1・g（・。十σ。）
とおく。ただしここで第1財を水、第2財をその他消費とする。このとき各財の限界効用
・、・1んは・
　　　　　　αI　　　　　　α2（2）〃1＝　　，〃。＝　　　　　α1＋σl　　　　o2＋σ2
となる。ここでσ｛はi財の消費量、Aはi財の価格である。
この2費目分割モデルの収支均等条件は家計の消費支出総額（＝税引き可処分所得）をy
として、
　　　　　　　　　（3）力1σ1＋〃。＝ツ
と書ける。消費者はこの所得制約のもとで効用極大化するように行動するが、そのとき、
各財に対する限界効用は均等でなければならないという理論的な要請がある。ここでの具
体型は、
　　　　　　　　　　　　　　α　　　　　　　　　　　　α　　　　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　2　　　　　　　　　（4）（・、・α、）力、＝（α、・σ、）力、
となり、これと（3）式の収支均等式を連立して解けば、需要関数の具体型が、
　　　　　　　　　　　　　　　α1　ツ　α。α。力。　α。α1　　　　　　　　　（5）01＝α1・α、力1＋α1・α、ク、■α1・α、
となる。ここで選好パラメタα｛，α｛は定数と考えられているから、各変数の係数を簡単に
書き直せば、
（・）11一λ1云・峠・q
となる。ここでもし水の消費選好が気温（T）とか洗濯機の保有状況（S）など何らかの外的
要因によって変位すると考えられるときには、
　　　　　　　　　（7）α1＝α1。十〇1．T＋α1。∫
の様にその要因を効用関数に組み込んでやればよい。そのとき計測されるべき需要関数の
具体型は、
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（・）・1一什吟・qτ・・l1・へ
の様になる。研究の最終目的は実際の水需要の状況をうまく説明するような（8）式を特定
化することである。そのためには式の中に入る外生変数（ここではかりにTやSとおい
た）には何が適当であるかを模索しなければならない。本報告の目的はそのような外生変
数を考察することにある。
　さて昭和60年から平成9年までの家計調査の時系列データと消費者物価指数の系列を
用いて（6）式の計測を重回帰推定で行ってみよう。すると
11一㍑ナー（螂）青・・撒
　　　　　　　　　　　　　　　補正R2＝O．7725
という結果であった・ここでq1および力1は・上水道の実質購入量および価格ではなく・
上下水道の実質購入量と価格となっている。これは家計調査の品目分類が最も細かい場合
でも、上下水道料がまとめられているためである。3〕係数の下にかかれているかっこ内の
数値はt値である。決定係数も各係数のt値も良好な値でこの需要関数はとても良い結果
のように見受けられる。そこでこの計測式を用いて、もし上下水道の価格が平成9年の水
準から10％あがったら、購入量はどれだけ変化するかをシミュレーションしてみると、
5，67％増加するという結果になった。価格が上昇すると購入量が増えると言うのは、水道
が生活必需品であるという事実をふまえてもいささか奇妙な結果であるように思われる。
この事実を考えるために・推定に用いたデータをよく見てみよ㌔図2は（6）式のσ1にあ
たる上下水道の実質購入額と力Iにあたる価格指数の推移をプロットしたものである。す
ると購入額と価格指数が同時に上昇している様子がわかる。また図3では上下水道の実質
購入額と実質消費総額（各年の名目消費総額を消費者総合物価指数でわったもの）との相
関関係を示したが、両者間にはおおまかな正の相関関係がみてとれる。そこで、
・・11一λ1・・（青）・＾
という計測式によって、上下水道購入量の所得弾力性を同じデータから推定してみると、
1，522ということであった。つまり所得の1％上昇に対して、上下水道の購入額は1，522％
増加するということである。一般に必需品の所得弾力性は低い（1以下）から、この計測
結果は水道という品目の性質を考えると矛盾しているようにも思える。
　以上の結果から推測できることは昭和60年以降、所得水準の増加につれて生活環境が
3）一般に水道料金は上下水道まとめて支払っているので，これは制度上やむを得ないことと考えられ
る。また一般に下水道料金は上水使用量と同じとして計算されているから、ここでの1財の実質購入
量は実際の上水使用量と比例関係にあると考えられるだろう。
が図2上下水道の価格と購入量の推移
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変化し、水道料金の値上げがあったにもかかわらず、水需要が増加してきた。そしてこの
期間の家計調査の全国平均データはそのような局面をたまたまとらえたもので、そのデー
タを用いて計測した見かけ上の水道の需要関数が上記のように推定された、と考えられよ
う。おそらく、水遣には生きていくのにどうしても必要という必需品的な要素と同時に、
生活水準が向上すれば以前に増して快適さが求められるようになりそのために水を使う
（たとえば朝シャンのような使い方）という著修品的な要素とが両方存在し、そのうちの
後者の側面が上記期問のデータに強く現れたということではないだろうか。とすれば、水
道の需要関数を計測する際には、その時々の生活環境を象徴するような何らかの外生変数
（朝シャンが原因とすればたとえばシャワー付きの洗面台の普及率など）を（8）式のような
形でとりいれていく必要がある。そのような“真の”需要関数を計測するにはまず、いっ
たい水需要量に対してどのような要因が最も影響を与えうるかを探る必要があろう。そこ
で、つぎに、家計調査の時系列だけでなく、横断面の月別、年齢階級別、所得階層別デー
タを用いて、水需要の状況を観察しその解答を見いだしていきたいと思㌔
3．家計調査に見る水需要の状況
　図4～図7では、水需要に関わる諸変数の状況を平成2年と1O年について比較している。
まず、図4では家庭用エネルギー統計年報で両年の用途別エネルギー消費量（熱量単位）
を比較している。すると平成2年から1O年にかけて家庭のエネルギー消費量は41157MJ
から46268MJへと12％増加したが、そのうち水需要に関係する給湯用の需要は3．6％の
伸びにとどまっている。それに対して照明・家電用のエネルギー需要の伸びが22％と最
も大きい。
　次に図5は両年の上下水道料の月次系列を示している。ただし元データは使用のピーク
月が現実感覚とはあわないものになっているが、その要因は水道料金の支払いが数ヶ月遅
れることにあると想定した。その上で各年ともそれぞれ併記の遅れを仮定し、料金支払額
を実際に水を使用したはずの月にずらして図示した。すると水道料金の年問の名目支払額
は平成2年の40203円から10年には55601円へ38％増加している。この値は同期間の上
下水道物価指数の上昇率22％を上回っているので、実質の水道消費量も増加していると
いうことになる。そして最も水を使う夏期の月と最も使わない年始の月との格差が、平成
2年には1．32倍程度だったのが平成10年には1．13倍と若干縮んでいる。年間を通じて水
を使う要因が増加しているとも見て取れる。
　次に図6は両年の勤労者世帯における所得5分位別上下水道支出額の比較である。する
と平均して37％程度の水道支出の伸びがあるが、第1階層における伸び率は他の階層に
比べて1O％以上小さい。そして各年の水道の所得弾力性は、平成2年にはO．574、平成10
年には0，637と上昇傾向を示しており、著修品的色彩の強まったことを推測させる。しか
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図6所得5分位別上下水道料支出額
璽平成2缶
■平成10年
所得弾力性0，574R1！0，980
所得弾力性O．637R望＝0．969
　　　　51447
　　　　　　　　　　41197
第1階級 n　　　　　　　　　m　　　　　　　　　1V
図7　年齢階級別上下水道料支出額
ダ　津　ダ　ダ　締　餅　ダ　ダ　　　帝　　　“　　　香　　　斜　　　紅　　谷　　　香 ／〆
41
しながら両年の弾力性とも時系列データで計測された1，522よりははるかに小さく、時系
列データを用いた計測にはバイアスのあることがわかる。
　図7は勤労者世帯について世帯主の年齢階級別に両年の上下水道支出額を比較してい
る。すると世帯主の年齢が高くなるにつれて、両年のあいだの水使用額の仲びが大きくな
っている。両年とも水を最もよく使うのは世帯主年齢が45～49歳の家計で、使わないの
は24歳以下の家計であるが、この2つの階級間格差は平成2年の！．58倍から10年には2．3
倍と大きく広がっている。水の使用は高齢世帯を中心に伸びてきているようである。
　つぎに図8は時系列的に、また図9～11は平成10年の横断面的に、水道とそれに関連
する品目の支出構成比（全消費支出額にしめる当該品目支出額の割合）のうごきを観察し
ている。このうち図9の月別比較が全世帯に関するものである以外は、すべて勤労者世帯
に関するデータである。また各図のうち用途別光熱費の支出構成比をプロットした図は、
家計調査の電気代、都市ガス代、プロパンガス代、灯油代という品目別光熱費の元データ
を、『家庭用エネルギー統計年報』の振り分けデータに基づいて暖房費、給湯費、照明・
家電費、冷房費という用途別の支出額に組み替えた結果である。
　まず図8で時系列的に、名目の支出構成比の推移を観察してみよう。図8－1によれば上
下水道料の支出構成比は一貫して上昇の傾向を示している。それに対して給湯費の支出構
成比は昭和50年代に減少し昭和60年代以降は横這いである。図8＿3～8＿5で水使用に関
わりそうないろいろな品目に対する支出構成比の推移をプロットしてみたが、水と補完的
な関係にある財のうち園芸用品、シャンプー、ヘアリンスに対する支出構成比が上昇して
いることがわかる。一方、水道と代替的な関係にある他の飲料、洗濯代、入浴料について
図8－1　消費構成比の推移
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図8－2消費構成比の推移（用途別光熟費）
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は支出構成比が減少している。家庭のお風呂の普及とか、繊維素材や洗濯機の技術進歩に
より比較的多くの衣料品を家庭で洗濯できるようになったというような現象が、水使用を
増加させていると考えられる。」方他の飲料については、最近は飲料水として生水を飲む
という習慣が薄れミネラルウォーターやペットボトルのお茶類などがのまれるようになっ
たといわれるが、このデータに見る限りその状況ははっきりと読みとれない。4〕ここでは
名目値に基づいて計算された支出構成比であるため、各品目の価格変化の違いが加味され
ていないという欠点がある。たとえば、家庭での洗濯が増えたと予想されるにもかかわら
ず洗濯用洗剤に対する支出構成比はむしろ減少している。これは洗剤の機能単位あたり価
格変化（洗剤の洗浄力があがっていて一回の使用量が減っているとすればそのことも加味
した価格変化）を考慮して、データを見直すことの必要性を示している。
　図9は平成10年に関する各財の月別消費構成比を示している。まず、図9＿1の上下水
道料の構成比についてであるが、ここでも図5と同様に、元データを実際に水を使用した
と考えられる月にずらしてプロットしてみた。すると水使用のピークは春先、夏期、年末
にあることがわかる。他の財の構成比についてみると、春先にピークを持つ財は洗濯代、
園芸品、夏期にピークを持つ財は他の飲料と洗濯用洗剤、化粧石鹸、シャンプー、年末に
ピークを持つ財は洗濯用洗剤、台所用・住居用洗剤、化粧石鹸である。すると春は園芸、
夏は洗濯と入浴、年末は掃除用の水需要が増えるとまとめられる。
　図10は平成10年における各財の消費構成比を所得階層別に見ている。上下水道に対す
る支出構成比は所得階層があがると減少する。第V階層の支出構成比は第I階層に値に対
して24．7％低い。またここに取り上げた財のうち、洗濯代と園芸晶を除けばすべての財
図9－1　月別消費構成比（全世帯、平成10年）
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4）しかし他の飲料に対する支出構成比が平成8隼以降，わずかながら上昇傾向を見せているので，今
後この状況を観察し続ける必要がある。
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が所得階層の高い家庭では支出構成比が低く、とりわけ給湯費、暖房費、飲料、洗剤など
必需度の高い財ほどその差が大きい。他の財に比べると水道料金の第I階層と第V階層の
格差は小さいと言える。
　最後に図11で平成10年における財別消費構成比の年齢階級別相違を観察してみよう。
上下水道料の支出構成比は世帯主の年齢が40～44歳の家庭と65歳以上の高齢者家計で大
きな比重を占めている。40～44歳の家庭は平均の世帯人員が最も大きい階級であり、家
族数が多いために水道使用量が多くなると考えられる。また、高齢世帯になるほど、水道
支出と給湯費支出の構成比がパラレルに増加しているから、この世代では風呂などの水使
用量が高いと考えられる。ところで24歳以下の階級から40～44歳階級について、消費支
出に占める給湯費構成比は年齢階級の上昇と共に減少するのに対し、上下水遣の構成比は
増加している。水遣と給湯費の構成比に関するこのような違いは、世帯人員の増加に伴う
図10－1所得階層別消費構成比（平成10牟）
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規模の経済性が働くかどうかに起因していると思う。24歳以下の階級から、40～44歳階
級にかけては階級の上昇とともに世帯人員数が増えているが、ここで家族数が1人が増え
てもお風呂を沸かす回数は変わらないから、給湯費が家族数に比例して増加するとは考え
にくい。むしろ家族1人あたりの給湯費支出額は世帯人員が増えるにつれて減少するかも
しれない。このような世帯人員に関する規模の経済性が給湯費支出には働くと考えられる
のに対し、水道料支出にはそのような経済性が働きにくいのであろう。つまり水道使用量
には世帯人員規模がより大きな影響をもつと予想される。これらの事情が上下水道料と給
湯費に関する支出構成比の動向のちがいにあらわれているのであろう。他の財についてみ
ると、洗濯用洗剤の支出構成比の動きがちょうど上下水道料とパラレルで、40～44歳世
帯で最も大きな値となっている。他の飲料、シャンプー、ヘアリンスは若い世帯で支出構
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成比が高く、年齢の違う世帯間のライフスタイルの違いを感じさせる。一方、洗濯代、園
芸品は高齢世帯の方が高いが、これらは所得階層の高い世帯で支出構成比の高かった財で
ある。
　以上から、水需要には生活水準や世代によるライフスタイルの違いなど、いろいろな要
因が影響を与えていることがわかった。しかしながら、家計調査から得られる限られた情
報だけでは水の需要量を正確に予測できるような関数型を特定化する事は難しそうであ
り、より具体的な説明変数を探すことが必要と言える。
4．横浜市における水需要の状況
　前節では、家計調査年報で得られるデータに基づいて家庭の水使用量がどのように決ま
るのかを考察した。しかし前節でもコメントしたとおり、家計調査で得られるデータは上
下水道料がまとめられた金額表示の値であり、水の使用量を問接的に捉えているにすぎな
い。そこで、より具体的に家計はどれほどの水を使用しているのかを、横浜市について試
算することができたので、ここではその結果を報告する。
　試算に用いたデータは家計調査の県庁所在地別品目別支出データ（全世帯）と、横浜市
水遺局および下水道局が公表している、上水（下水）使用量と上水（下水）料金収入の時
系列データである。上水および下水料金は実際には使用量に対して累進的な体系となって
いるが、ここでは各料金収入の合計を使用水量で割ることによって、上水および下水の
1刎3あたり平均単価を定義した。その単価をつかって、家計調査における横浜市家庭の上
下水道料支出額をわりもどし、1世帯あたりの水使用量を物量単位で試算した。5〕図12に
は上のように定義した上水の単価と、それを用いて試算した横浜市家庭における水使用量
の推移を示した。それによると過去に2度横浜市では水道料の値上げが行われたようであ
るが、水の使用量はそれとはあまり関係なく推移している。昭和55～56年の値上げ後は、
価格上昇にもかかわらず水の使用量が急激に増加している。その後バブルの崩壊時期にや
や水使用量は減少したが、90年代の半ばに再び使用量が増加した。その間平成7年から8
年にかけて再び料金値上げが見られるが、そのことが水需要に大きな影響を与えているよ
うには見られない。6〕昭和50年代後半の使用水量の伸びが目立って大きいことは特徴的
で、その後使用量が減少したとはいえ、最近の使用量は昭和55年頃の水準の1．4倍くらい
になっている。家庭における水の使用量は確実に以前よりも増加していて、いったん水を
多く使うようになるとその傾向は多少の料金値上げがあってももとにもどらないという習
　5）家計調査の横浜市家庭に関するデータは、サンプル数が280前後となっている。全国データは約
8000サンプルの集計値であるのに対し、280というのは小さい値である。そのため集計値にはサンプ
ルバイアスの存在が予想され、実際に以下の報告においてもその影響で不白然な状況が現れているよ
うである。
6）図では平成6年に突出して大きな使用水量が現れている。しかしこの数字については前注に指摘し
たサンプルバイアスの問題も含めて、今後吟味していく必要がある。
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図12　横浜市家計の上水道の単価と使用水量の推移
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慣形成が行われていると推測できる。洗濯機の節水技術の向上などにより水使用量に一定
の落ち着きが見られたとはいえ、水を多く使う習慣に人々がますます慣れていくとすれば
今後も水需要は増え続けることもあり得る。そして料金値上げはこれまでのところ、水使
用量の歯止め効果にはなっていない。これはおそらく、水道法にある「清浄にして豊富、
低廉」という理念通り、水道料金が低めに設定されていて、多少の料金改定に対して消費
者が敏感にならずにすむからであろう。確かに生きていくのにどうしても必要な水供給は
そのような価格水準で行われることは理想であるが、前にも指摘したとおり、もし水とい
う財に春修品的要素もあるとすればその部分については応分の料金負担があっても良いか
もしれない。
　図13では横浜市家計の使用水量と実質消費総額の相関を見ている。すると全体では両
者の問にほとんど相関はない。ただよくみてみると、昭和55年～昭和61年にかけては所
得水準と使用水量には正の相関が見られ、所得増加のスピード以上に水の使用量が伸びて
いる（図13の実線で囲んだ領域）。しかしその後は所得水準に関わらず、水の使用量は一
定の水準に落ち着いた（図13の点線で囲んだ領域）といえそうである。
　念のため、この期問の横浜市の水需要関数を、前節の（6）式を用いて推定してみた。ただ
し、ここでの左辺σ1に当たる変数は実物（〃3）単位の使用水量である。
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図13　横浜市家計の使用水1と実質消費総額との相関
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図14　横浜市家計の用途別エネルギー消費額（名目）
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　　　　　　　　　　幻一欄麦一、三㍑声惚、
　　　　　　　　　　　　　　　　補正R2＝O．035
　決定係数の低さが示すとおり、需要関数のあてはまりは極めてよくない。水需要をより
よく説明するような変数を式に取り入れて行く必要がある。
　そこで、横浜市の家庭についても水需要に関係ありそうな他財の消費額の推移を観察し
てみよう。図14は横浜市家計における用途別エネルギー消費額の推移である。これは前
と同じように、家計調査で得られる品目別エネルギー消費額を、『家庭用エネルギー統計
年報』の振り分け係数（関東地方について記載されているもの）をつかって、用途別に組
み替えた数字である。このうち給湯費についてみてみると、水需要のおおかった昭和60
年については給湯用エネルギー消費も多かったことがわかる。平成になって以後、他の用
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図15－3横浜市家計の消費構成比の推移
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途目的のエネルギー消費額が増加していることと比べると、給湯費については必ずしもそ
うなってはいない。しかしおおむね給湯費の推移は水使用量とパラレルである。
　図15では横浜市について水とそれに関わる財の消費全体に占める構成比変化を示した。
すると上下水道料が支出全体に占める割合は増加の傾向であることがわかる。同じように
消費構成比が増加傾向なのは、園芸品とシャンプーであり、他の財は減少傾向である。ガ
ーデニングの流行とこまめなシャンプーが水の需要量を増やしているのかもしれないが、
はっきりした原因をこれだけの情報でつかむことは難しそうである。
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5．終わりに
　政府報告書にも述べられているとおり、水道事業がこれまでにナショナル・ミニマムを
満たすことには一応の目的を果たし終わったとすれば、今後は需要者の二一ズにより答え
るような事業運営を迫られるであろう。つまり、水道サービスの質の向上が求められるわ
けである。ではいったい、需要者の二一ズとは何なのか？どうすれば水道サービスの質の
向上が満たされたことになるのだろうか？このような疑問に答えるために、本研究では、
まず水の需要関数の推定を行おうとした。しかし、家計調査の時系列データを用いて単純
に推定した需要関数は真の関係を捉えているとは言えないという問題があった。そこで、
より説明力が高く安定的な需要関数の測定をめざして、どのような追加情報がそのために
必要かを検討した。
　家計調査年報を中心とするデータを詳細に見直してみると、水需要に関するいくつかの
特徴的な事実を見いだすことができた。まず、月別水の使用量についていうと、年問を通
じて水の需要が増加している。また所得階層別データによれば、水の所得弾力性が高まる
方向性がみられ、水が単に「生きていくのにどうしても必要な財」というだけのものでは
なくなってきていることを示していた。また、世帯主の年齢階級別データでは、水を使う
世代ではますます水を使うようになってきていることがわかった。さらに高齢化や世帯人
員数の変化は水需要に大きな影響を持っていそうである。
　正確な水の需要関数を計測するには、どのような追加的説明変数が必要かを探るために、
家計調査年報で品目別に得られる家計支出データを洗い直してみたが、それだけではなお
情報が不足していた。水需要の分析においてはよりダイレクトな情報を収集することがぜ
ひ必要である。“ダイレクドな情報分析に少しでも近づけようとして、横浜市家計の水
使用量を実物単位で試算しその変動を分析しようとしたが、ここでも、より詳しいサイド
情報があることが望まれた。
　今後は、さらに家計調査等公表データの分析を水需要という切り口から深めていくと共
に、有効な“ダイレクド情報の収集につとめ、説明力が高く正確な水需要関数の計測を
目指していきたい。
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